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１ 本報告書について 

本町が実施する行政評価について、当該評価の視点の多角化を図るとと

もに、効果的かつ効率的な事業の執行を図るため、平成 30年 10月２日（火）、

５日（金）に東浦町行政評価外部評価を実施しました。 

本報告書は、その意見などを取りまとめた「東浦町行政評価外部評価実

施結果報告書」を受け、町の方針を掲載しています。 

 

 

２ 外部評価実施結果に対する町の方針について 

行政評価外部評価委員からいただいた御意見に対して、町の方針及び今

後の具体的な取り組みを示し、改善できるもの、予算措置が必要なものな

どについてはその内容を掲載しました。 

今年度外部評価を実施した事業は以下のとおりです。 

 

外部評価対象事業 

事業 

番号 
外部評価事業名 担当課 

１ 職員研修事業 秘書人事課 

２ 観光推進事業（東浦町観光協会補助事業） 商工振興課 

３ 老人憩の家管理事業 福祉課 

４ 子育て支援センター運営事業 児童課 

５ 農地バンク登録事業 農業振興課 

６ 総合ボランティアセンター運営管理事業 協働推進課 

７ 空き家等対策事業 都市計画課 

８ 学校体育施設スポーツ開放事業 スポーツ課 
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2.委員の意見に対する町の方針及びその理由1.外部評価委員の意見

ＯＪＴで研修の効果を測ると
のことであったが、ＯＪＴは効
果が見えにくく、管理職が責
任を持って研修への参加を
促し、しっかり人事考課に反
映させる必要がある。また、
研修に参加しやすい環境を
管理職サイドが責任を持っ
て作るべき。

ボランティアセンターでもたく
さんの講座を行っているた
め、こうした地域資源も活用
していくとボランティアセン
ターにとっても行政にとって
も互いのプラスになるので
はないか。

研修を受けた人に伝える場
を提供することが大切。研修
後にやる気になっているとこ
ろを上手く活かす仕組みが
あると良い。

参考意見とします。

業務に関する専門知識を学ぶ研修
に参加した者は、研修後に課内で研
修内容を共有することとなっていま
す。

参考意見とします。

平成30年度からＯＪＴを意識的に遂
行することを目的に、人事考課制度
においてＯＪＴの取組を業績として評
価することとしています。研修に参加
しやすい環境作りについては、引き
続き取り組んでいきます。

現在でも職員に対して研修希望調査
を行っており、そこに参加したい研修
の希望を書いてもらっています。

3.今後の具体的な取組及び実施年度

現在でも研修日の一月前ま
でには研修参加の通知を
行っていますが、可能な限り
これをより早く出すようにし
て、管理職に研修に参加し
やすい環境作りができるよう
にします。
（平成31年度～）

―

―

―

個別事業名
職員研修事業

担当課
秘書人事課

基本事業の方針
職員の能力開発

次回の行政評価表を、より
分かりやすい表現に修正し
ます。
（平成31年度～）

研修への参加率について
は、通常業務との兼ね合い
もあるため、秘書人事課の
みで練っていては不十分で
あると考える。任せられてい
る仕事があることによって研
修に参加できないでは本末
転倒である。職員のスキル
アップやＯＪＴを考えるので
あれば、仕事量と人員配置
を考慮することを組織として
意識するべき。

俯瞰する視野が身につくタイ
プの研修は（例えば、法務
や政策や、自治体大学校や
クレアで学ぶようなトピック）
自発的に参加できるルート
もあったほうが良い。

5

4

事業番号
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No.
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2.委員の意見に対する町の方針及びその理由1.外部評価委員の意見 3.今後の具体的な取組及び実施年度

個別事業名
職員研修事業

担当課
秘書人事課

基本事業の方針
職員の能力開発

事業番号

No.

1

１日や短期の研修の結果を
ＯＪＴで伝えるのは難しく、研
修の効果測定でＯＪＴの状況
に頼っていては効果がある
という実感が見えにくいので
はないか。そのため、研修を
受け、それを職場で生かして
いるかどうかを評価する仕
組みがあると良い（360度評
価などいろいろな手法があ
る）。

参考意見とします。 ―

―継続的参加が必要な研修がある場
合には、職員及び職場への負担と、
研修参加による効果を見極めて個別
に判断します。

協働についての理解とそれ
を実践するスキル（コミュニ
ケーション、ファシリテーショ
ン、プレゼンテーションにつ
いて全職員が一定の水準に
なるよう特に重点的に取り
組んで欲しい。

一回きりの研修ではなく、１
年間継続的に参加し、毎回
前回の振り返りをすることな
どで、長期的な成長やモチ
ベーションの向上が見込め
るのではないか。

協働についての理解とそれを実践す
るスキルについては「東浦町職員研
修基本計画」にも位置づけられてい
ることから、引き続き重点的に取り組
んでいきます。

コミュニケーション研修、ファ
シリテーション研修及びプレ
ゼンテーション研修について
実施します。
（平成31年度～）8

7

6

3



町として目指している中長期
的な目標が今回は読み取れ
なかった。町民に町の魅力を
知ってもらうことは大切だが、
それによってどのような効果
を期待し、何を指標に評価し
ていくのかを明確にするべ
き。

中長期的な目標として、町の魅力を町
内外に発信するとともに、住民の方に
対する楽しみの創出や、参加しやすい
イベントの実施などの取り組みを進め
ます。
成果指標は、於大まつり来場者数と
観光協会ホームページ年間アクセス
数とします。

左記のとおり。
（平成31年度～）

どこに行っても何があるの
か、看板等わかりやすくして
いくことや、イベントの周知方
法の検討やチラシ内容等を
分かりやすく作成し、興味を
持ってもらえるよう心がけて
いきます。
（平成31年度～）

左記のとおり。
（平成31年度～）

1.外部評価委員の意見 2.委員の意見に対する町の方針及びその理由

ＳＮＳや紙媒体の現行のプロ
モーションについて、他の市
町との遅れを感じた。ＳＮＳに
ついてもFacebook、Twitter、
Instagramなどあるが、世代間
で使用するＳＮＳが変わって
来ているのを自分自身肌で
感じている。上記にも挙げた
対象者を明らかにするという
点においても使い分けが必
要だと考える。

本町の観光となる寺などは道が狭く、
一時的な話題で道路渋滞や路上駐車
がおき、通勤通学がしにくくなったり、
住民が住みにくい町になっては意味
がなく、一番は、「住んでいる人が住
みやすい町」ということが大切と考えて
います。
また、観光資源の発掘等については
引き続き行っていく必要があると考え
ていますので、どの観光資源を特化し
てＰＲしていくなどは東浦町観光協会
役員会で話し合っていますが、まずは
各地区ごとの周遊コースで史跡等を
周遊してもらえるように考えています。

於大の方を知らない方、資料館に行っ
たことのない方、於大公園に行ったこ
とのない方、於大まつりに行ったこと
のない方などいる中、自分の街に興
味を持ってイベント等に参加していた
だくことにより「観光」に繋がって行くも
のと考えております。

複数のSNSや観光雑誌等の活用など
で広くＰＲしていくことを考えるととも
に、使い分けることで効果的なＰＲを
考えていきます。

東浦町の立地や資源を顧み
た上で何かするとしたら、何
のために思案するのかを明
確にする必要がある。議論
中、担当課から「観光スポット
として知名度が上がると交通
に影響が出るため、車での集
客はあまり前向きではない」
という発言があったが、目的
や求めるものを明らかにする
ことでやるべきことが見えると
思う。

在住者を対象に東浦町への
愛着意識の向上を目指すの
か、はたまた町外からの来町
者を対象にするのか、対象と
する人によって取り組みの切
り口が異なることは言うまで
もない。これらをはっきりさせ
た上で投げかけがあるとこち
らも考えやすかった。もちろ
ん、観光協会の取り組みを絞
り込めというわけではなく、方
向性の一つとして明確にして
欲しかった。

商工振興課2

担当課 基本事業の方針

次回の行政評価表を、より分
かりやすい表現に修正し、新
たな指標を考えていきます。
（平成31年度～）

4

3

2

1

No.

事業番号

観光推進事業
（東浦町観光協会補助事業）

地域資源の活用

個別事業名

3.今後の具体的な取組及び実施年度
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1.外部評価委員の意見 2.委員の意見に対する町の方針及びその理由

商工振興課2

担当課 基本事業の方針

No.

事業番号

観光推進事業
（東浦町観光協会補助事業）

地域資源の活用

個別事業名

3.今後の具体的な取組及び実施年度

誰に何をアピールするのか、
何をして欲しいのか明確にす
る必要がある。協会の役員
の中でも意思統一されていな
いようなので、そのための
ワークショップをやるなどの
支援が必要ではないか。

次回の行政評価表を、より分
かりやすい表現に修正しま
す。
（平成31年度～）
東浦町観光協会役員会で出
た意見のすり合わせを行って
いきます。
（平成31年度～）

於大まつり来場者数、産業ま
つり来場者数、健康の森宿
泊者数、HPアクセス数、グッ
ズ販売数等で効果を検証し
ます。
（平成31年度～）

観光協会に施設管理を任せ
る、他課の所管施設などの指
定管理制度を使い、他の業
務と兼任しつつ人件費を捻出
するという手もあるのではな
いか。マンパワー不足が大き
な課題だと思うし、観光協会
の役員がすでに十分取り組
んでいる中でさらに動いても
らうことは難しいと推測する
が、行政の所管体系を超え
た工夫で人件費を手当てでき
れば、観光協会にできること
も変わってくるのではない
か。

左記の理由もあり、東浦町観
光協会の方の自立意識は低
く、職員ありきとなっていま
す。行政に頼らない体制作り
が必要ということを東浦町観
光協会役員等へ説明して観
光協会の活性化を図ってい
きます。
（平成31年度～）

町が取り組む観光促進の目
的がシティ・プロモーションで
あるならば、直接的にお金に
換算できる商工業的な観光
以外へ視点を広げてみること
も大切。商工振興課の中だけ
で考えることによる隘路から
一歩外に出てみて、例えば教
育委員会が一緒に考えてみ
るといった、観光の位置づけ
を全庁的視点から考える機
会を作ってみてはどうか。

現在行っている事業の整理・
見直しを行っていきます。
（平成31年度～）

現在、事務局として商工振興課が行っ
ている業務を、自分の店の経営も兼
務している会員らが行うのは困難であ
り、会員たちが現状の業務を引き継げ
る状況ではありません。事務員として
人を雇って運営することは出来ます
が、現状と大きな変化は見込めませ
ん。引き続き、行政に頼らない体制(自
立)に向け、意識付けを図っていきま
す。

昨年、「観光資源が乏しい中、人を集
客する観光でなく、歴史及び文化的な
発信を町内外に行っていく観光の方
向性を検討する。」と方針付けていま
す。その方向性に沿った事業展開を
検討していきます。

税金を原資とする補助金350
万円の価値をどう考えるの
か。金額の多寡の問題よりも
目標に対して効果がどのくら
い出ているのか、という点は
意識する必要がある。

東浦町観光協会役員の中でいろいろ
な意見があることは当然だと考えてい
ます。ただし、東浦町観光協会補助事
業を行っていく上で、方向性を認識し
一丸となって進めていくことは必要な
ことですので、東浦町観光協会役員で
よく話し合って役員のできる範囲の中
での観光への取り組みを行っていきま
す。

意見を言っていただけるのは大変あり
がたいことです。ただし、実際に動くわ
けではない人の意見は、時に観光協
会を混乱させます。活動できる人が少
ないので、東浦町観光協会に入って
現状を見ていただき、意見を交わし、
共に活動をしていただければと思いま
す。

平成31年度は、補助金110万円の減
額を見込んでいます。事業の整理を
行い、事業に見合った予算計上を行っ
ていきます。同時に、目標・効果につ
いても意識を持つようにしていきます。

若い人や外の人の意見を聞
く機会を増やしたほうが良い
のでは。特に、町民に町の良
さを知っていただき、維持して
いくということであれば、担い
手として若い町民を育ててい
く必要がある。

9

8

7

6

5

左記のとおり。
（平成31年度～）
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2

1

各施設において今後対象を
どこまで広げてどのように変
革していくかはそれぞれで
議論すべきと考える。その上
で、小学校や中学校など世
代の違う組織とコラボレー
ションも含めて検討して欲し
い。

今後も地域からの声に耳を
傾け、適宜協議・対応してい
きます。
（平成31年度～）

本意見にあるとおり、地域ごとにそれ
ぞれの特色があるため、そのような
活動を押し付けるのではなく、施設
立地等を鑑みた上で施設利用の希
望があれば個別で議論していきま
す。

3

多世代間交流を今後の目標
にするとあるが、今利用して
いない世代からすれば、そ
の施設に行くことによるメ
リットがなければ足を運ばな
い。東浦町には児童館や子
育て支援センターなど、子供
が遊ぶ施設がある。また、イ
オンなどのショッピングセン
ターもあれば、近隣市町へ
行くことも可能である。そうし
た中で多世代間交流を考え
るのであればハード、ソフト
の面において練る必要があ
る。

今後も関係機関や地域住民
からの意見聴取に努めるほ
か、住民参画による地域の
支え合い体制を構築する取
組等を通じて施設が利活用
できないか検討していきま
す。
（平成31年度～）

一言で多世代交流といっても、その
活動には種類があると考えていま
す。本意見で出ているような公共施
設や民間業者が提供している施設で
満たせているニーズについては、そ
の施設で補えば良いと考えており、
そこでは補えないようなニーズを満た
すために当該施設を利活用できれば
と思います。
一例を挙げると、今年度より福祉課
が所管する１施設において、利用者
層を限定しない地域食堂の場として
の利用が開始されたところです。本
ケースは、活動主体となる「ヒト」と活
動場所である「ハコ」を住民参画によ
る地域の支え合い体制を構築する取
組で繋ぐことによって活動が開始さ
れました。
本ケースのように地域のニーズを汲
み、そのニーズを供給したいという
「ヒト」と「ハコ」を事業を繋いでいくこ
とで、老人憩の家をその地域にとっ
て魅力的かつメリットのある施設とし
ていく１つの手段にしていきます。

名称の問題は非常に重要だ
と考える。施設を利用したこ
とがない町民からすれば、
施設の名前はその施設を大
きく印象付けるものになるた
め、施設の名前を見ただけ
で利用するか否かが決まっ
てしまう。それでは新しい利
用者の集客に繋がらない。
名称や対象について取り決
めがあるにしろ、愛称をつけ
るなど、現在利用している高
齢者、まだ施設に足を踏み
入れたことがない世代も含
め、利用することが楽しくな
るような、居場所として心地
よく利用してもらえるような
名前は大事だと思う。

愛称についての協議を行
い、ＨＰや広報での周知を行
います。
（平成31年度～）

管理委託先である老人クラブと協議
するほか、他市町村の取組を参考に
しながら愛称について検討していき
ます。

No.

事業番号

老人憩の家管理事業
高齢者の社会参加と生きがい活動

の推進
福祉課3

1.外部評価委員の意見 2.委員の意見に対する町の方針及びその理由 3.今後の具体的な取組及び実施年度

個別事業名担当課 基本事業の方針
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No.

事業番号

老人憩の家管理事業
高齢者の社会参加と生きがい活動

の推進
福祉課3

1.外部評価委員の意見 2.委員の意見に対する町の方針及びその理由 3.今後の具体的な取組及び実施年度

個別事業名担当課 基本事業の方針

6

5

緒川老人憩の家は外から見
て、開いているかもわからな
い状況なので、オープンな
場にしたいのであれば開い
ている時間は看板をつけ
る、外で休憩できる椅子やス
ペースを多く取るなど、もっと
周辺の住民に興味を持って
もらえる施設にした方が良
いように思われた。

今後も管理委託先である老
人クラブに対し、老人憩の家
の存在意義等について理解
してもらうよう努めます。
（平成31年度～）

管理について、行政直営と
の説明があったが、現状鍵
開けや修繕を老人クラブに
依頼している以上無理があ
る。管理方法を指定管理に
することも真剣に考えて良い
と思う。また、管理主体を老
人クラブにするか、自治会に
するでは、多世代・地域とい
う観点からも大きく異なるの
ではないか。コミュニティ施
策と連動させたり、地域の核
に公共施設をおいて、地域
福祉と連動させていく、ソフト
（ボランティア活動）とハード
事業の委託（指定管理）は
セットにしているというのは、
他の自治体でも取り組みが
行われている。自治会から
管理を断られたという話が
あったが、指定管理業務が
重いのであれば、地域への
補助金のあり方を工夫して、
リソース（お金ないし人員）を
つけるという手も検討すると
良い。

公共施設総合管理計画にお
ける個別施設計画を策定す
る中で検討・決定します。
（平成31年度～）

管理委託先である老人クラブに対
し、施設の存在意義と社会的責任に
ついて理解してもらい、地域の居場
所としての存在感を高めていきま
す。

今後の施設の利活用の展望に対し
て、現在の管理委託の方式がその
妨げになる可能性があることは理解
しています。
しかし、現在策定している公共施設
総合管理計画においては、各施設の
利便性等の評価はできていますが、
それを踏まえてその施設を将来どう
していくか（統廃合や機能の見直しな
ど）が整理されていない段階です。
管理委託の手法等については中長
期的な視点が必要であると考えるた
め、施設それぞれの個別計画を策定
する中で検討・決定していきます。

利用者はどのような人が多
くて、今の運営方法、老朽化
した施設でどの程度満足し
ているのかなど、利用者目
線での話がなかった。行政
側が良いと思う提案をして
も、利用者に受け入れられ
なければ意味がないので、
利用者について把握はして
おくべきではないか。

今後も地域からの声に耳を
傾け、適宜協議・対応してい
きます。
（平成31年度～）

老人憩の家を利用する方のニーズ
把握に努め、適宜対応していきま
す。

4
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No.

事業番号

老人憩の家管理事業
高齢者の社会参加と生きがい活動

の推進
福祉課3

1.外部評価委員の意見 2.委員の意見に対する町の方針及びその理由 3.今後の具体的な取組及び実施年度

個別事業名担当課 基本事業の方針

高齢者と多世代の交流活動
を老人クラブ活動実績から
把握します。
また、施設活用に関する意
見については、老人クラブに
報告し、検討します。
（平成31年度～）

地域の人にどれだけ開いて
いるかという評価の方法を
工夫する必要がある。利用
者数が延べ人数で整理され
ているが、実数が如何ほど
か。また、老人憩の家に来
ていない人（サイレント・マ
ジョリティ）の意見に耳を傾
ける方法についても考えな
ければいけない。

老人憩の家の活用に関する
意見については、老人クラブ
に報告し、検討します。
（平成31年度～）

福祉課のなかでも、地域支
援事業や地域包括ケアとの
関連付けるための器として
利用できるといいのではな
いかと思う。東浦町は、地域
単位で様々な公共施設があ
ることは施策展開の上で有
利である。

既に地区によってはサロン活動や健
康体操などの介護予防活動の場とし
て利用されています。0～100歳の地
域包括ケアとしての活用を考えるに
は、高齢者との交流を含めた活用を
広げることは有効です。

利用者の実態把握は老人クラブと検
討します。
また、老人憩の家の活用について
は、地域福祉推進委員会等の会議
で有効的な活用についての意見を把
握することが可能です。

8

7
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「気になる家庭」の情報連携の在り方
を周辺市町と協議していきます。

他市町村の施設と協力し合
い、至らないところをお互い
に改善していく関係性をつくり
上げることも重要だと考える。

子育て支援センター連絡協
議会
年3回実施
情報交換及び課題を話し
合った。
（平成30年度～）

支援センターの評価について
は、利用者の満足度だけで
はなく、多機関に連携してつ
ないだ結果、早期発見ができ
たということがわかるような質
的な評価や指標を工夫する
と良い。

子育て世代包括支援セン
ター事業
関係機関へつないだ件数
計　185件（９月末実績）
（平成30年度～）

「気になる家庭」について、市
町を超えた連携を取る仕組
みは既にあるとのことであっ
たが、専門職の負担を周辺
市町村で協力することで軽減
させる仕組みを将来的に検
討しても良いかもしれない。

子育て支援センター連絡協
議会
第３回会議において、議題提
出予定
（平成30年度～）

子育て支援センターを利用し
ない家庭（アウトリーチの届
かない家庭）にどうアクセスし
ていくかについて、児童委
員、保健センターの保健師
（乳幼児訪問など）、保育士
でどう連携していくかを検討
し、さらに取り組みが進むと
良い。

民生・児童委員の見守り体制
の構築を検討
（平成31年度～）

アウトリーチの届かない家庭への見守
り体制の構築など、支援の仕組みづく
りを、地域の中の社会資源を活用して
検討していきます。

人員について、中学生のボラ
ンティアを募ったことがあると
のことだが、保育について学
んでいる学生にアプローチす
ることはできないか。例えば、
日本福祉大学、その他専門
学校など、専門知識を学んで
いる学生をボランティアとして
引き込むことで、将来の職場
として考えてもらうきっかけに
もなる。

・日本福祉大学　学生による
「パパ広場」開催予定（平成
31年1月26日）
・日本福祉大学　子ども発達
学部の准教授へ提案を実施
（12月）
今後、検討予定
・東浦高校へアプローチ予定
（平成30年度～）

現在も日本福祉大学の学生とコラボ
をして事業を企画しているものもあり
ます。今後は地元の高校生を巻き込
んだ取り組みを考えていきます。

子育て支援センター連絡協議会など
の会議で情報交換を行っています。良
い事業は参考とし、今後も近隣市町と
協力していきます。

乳幼児等の支援にあたり、関係機関
への連携件数等は、支援センター内
の他事業で集計しており、事業のアウ
トプット指標として実施しています。

子育て世代包括支援セン
ター（基本型）の「出張相談支
援」
各児童館年28回
各保育園の園庭年22回実施
予定
（平成30年度～）

個別事業名
子育て支援センター運営事業

1.外部評価委員の意見 2.委員の意見に対する町の方針及びその理由 3.今後の具体的な取組及び実施年度

利用のアクセスについて、立
地的には町の中心だが、緒
川、森岡、新田地区からは距
離を感じるため、それらの地
区の子育て世代へ向けたア
ウトリーチ的な活動を展開し
ていく必要を感じた。

担当課
児童課

各地区には児童館があり、子育て世
代が利用しています。子育て世代包
括支援センター事業と連携をしていく
ことで、子育て支援センター機能を
補っていきます。

基本事業の方針
子育て支援の充実

No.

1

4

事業番号

6

5

4

3

2

9



個別事業名
子育て支援センター運営事業

1.外部評価委員の意見 2.委員の意見に対する町の方針及びその理由 3.今後の具体的な取組及び実施年度

担当課
児童課

基本事業の方針
子育て支援の充実

No.

4

事業番号

当町に限らず、他市町の資源につい
ても情報の集約に努め、円滑に利用
できるように支援していきます。

「子育て情報コーナー」を活
用し、子どもたちが関係する
情報を多方面から収集しニー
ズに合わせて提供する。
（平成30年度～）

自然環境学習の森や於大公
園など、東浦にはいろいろな
子育て・子育ち資源がある。
それをつなぐ方策やコーディ
ネーターが必要かもしれな
い。今回の外部評価で取り上
げたボランティアセンター事
業をつなぎ、協働する可能性
もあると考える。

7

10



5

4

3

2

1

個別事業名
農地バンク登録事業

担当課
農業振興課

基本事業の方針
農地の利用促進

3.今後の具体的な取組及び実施年度

本気で農業従事者を増やし
たい、もしくは遊休農地を減
らしたいと働きかけているよう
には感じないというのが話を
聞いた感想である。働きかけ
を増やすことはコストが掛か
る上、効率が悪いというのは
もっともだが、利用者に寄り
添う対応をしなければ他市町
村に就農希望者が流れてし
まう。コストをかけてでもしっ
かりと対応すべきと考える。

施策として成果を評価する仕
組みがない。事業費が人件
費のみだとしても、税金がか
かっているので、閲覧数や貸
し手と借り手の交渉数を把握
する簡便な仕組みが必要な
のではないか。

閲覧簿を整備します。
（平成30年度～）
交渉の報告については、要
綱で定められていますので、
報告書の提出の際に交渉内
容について聴き取りします。
（平成31年度～）

農業希望者に対しては、愛知
県、農協、農業委員会等と連
携して就農支援していきま
す。
（平成30年度～）

次回の行政評価表を、分かり
やすい内容に修正します。
（平成31年度～）

法的に問題ないか確認しながら、希望
者がアクセスしやすい環境の整備を
検討します。

同上

同上

農地バンク制度は、遊休農地の解消
及び発生防止など遊休農地の活用に
関する登録制度です。

閲覧者数、交渉の有無の確認、交渉
内容等の把握に努めます。

マッチング以前の問題とし
て、農業経験のない人が農
業をやりたい時、希望者と農
地をマッチングさせるまでの
新規就農者の獲得の流れを
作るべきだと考える。そのた
めには、わかりやすく見える
化させたり、相談窓口のハー
ドルを下げることが求められ
る。今は紙ベースの媒体での
情報提供が主であるとの話
だったが、パソコンやスマート
フォンからも閲覧できるように
情報を開示することは大きな
ハードルの解消になると考え
る。

次年度以降、法的な問題を
整理しながらインターネットで
の整備を検討します。
（平成31年度～）

農業希望者が来ても、経験
が無ければ農園を勧め、必
要機械があるかどうかで判断
し、住まいによっても基準を
作る。それではＡＩが対応して
も同じではないか。事業とし
ては農地の情報提供だが、
人が対応する以上、個々人
の事情に合わせ柔軟に受け
入れるべきではないか。

農業希望者に対しては、愛知
県、農協、農業委員会等と連
携して就農支援していきま
す。
（平成30年度～）

事業としては実績が薄い。こ
れは施策の方向性が曖昧だ
からではないか。新規就農者
を増やすのか、町内の閉農
者の引き継ぎのみを目指す
のか。

No.

5

事業番号

1.外部評価委員の意見 2.委員の意見に対する町の方針及びその理由

11



個別事業名
農地バンク登録事業

担当課
農業振興課

基本事業の方針
農地の利用促進

3.今後の具体的な取組及び実施年度No.

5

事業番号

1.外部評価委員の意見 2.委員の意見に対する町の方針及びその理由

7

6

バンクというシステムは、マッ
チングするという目的もある
が、どのような人が関心を持
ち、また、どんなニーズや課
題を持っているかということを
知る機会を作り、情報を共有
するという目的もある。そうい
う意味でも、登録された農地
について、成約までたどり着
かなくても、貸し手と借り手の
間でどんな交渉があったのか
を把握するべき。

閲覧時及び交渉終了報告時
にニーズ、交渉内容等を聴き
取ります。
（平成31年度～）

新規就農者を積極的に呼び
込むよう力を入れた方が良
い。新規就農者はまず町の
窓口に相談に来るので、親身
な相談、農家資格の取得の
支援、他機関への紹介、マッ
チングのコーディネート、販路
の相談等、町としてできること
はたくさんある。

新規就農者に対しては、愛知
県、農協、農業委員会等と連
携して就農支援します。
（平成30年度～）

交渉の有無の確認、交渉内容等の把
握に努めます。

同上

9

8

紙による閲覧、貸し手の借り
手の直接交渉（専門性が高
いのでは？）など、町外の就
農希望者などに対してあまり
親切でない仕組みになってい
るように感じる。

次年度以降、法的な問題を
整理しながらインターネットで
の整備を検討します。
（平成31年度～）

バンクをやる意味というの
は、オープンに貸して借り手
を結びつけることではない
か。政策の趣旨・目的、使う
ツールが誰にどのような影響
を与えるかを明確にすると良
い。

次回の行政評価表を、分かり
やすい内容に修正します。
（平成31年度～）

法的に問題ないか確認しながら、希望
者がアクセスしやすい環境の整備を
検討します。
契約交渉に町として個人間の仲裁は
しませんが、愛知県、農協、農業委員
会等と連携して就農支援します。

農地バンク制度は、遊休農地の解消
及び発生防止など遊休農地の活用に
関する登録制度です。原則、貸し手は
東浦町に農地がある方、借り手は東
浦町の遊休農地を利用し積極的に農
業に従事しようとする方です。
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1

No.
総合ボランティアセンターが
実施する利用者アンケートに
おいて、状況を付したうえで
土足が望ましい利用者がど
れだけいるのかニーズ調査
をします。
＜アンケート実施期間＞
平成31年１月４日～２月28日

個別事業名

1.外部評価委員の意見 2.委員の意見に対する町の方針及びその理由 3.今後の具体的な取組及び実施年度

土足で来館できれば、文化の
違う地域から移り住んできた
人が利用しやすいということ
もある。一方で、小さい子供
が自由に館内を歩いたり這っ
たりすることができないという
デメリットがあるのは確かで
ある。子供のプレイスペース
との住み分けができないかと
考えるが、施設が広いわけで
はないため、それが現実的で
はないこともわかる。そこで、
解決策として隣接する児童館
とコラボレーションすることは
できないだろうか。

担当課

施設の面積からプレイスペースを設け
ることは難しいです。
また、児童館の小学生以下の利用に
ついては、保護者の同伴が必要であ
るため児童館を託児所としては利用で
きません。

基本事業の方針事業番号

総合ボランティアセンター運
営管理事業

住民活動の支援協働推進課6

平成31年度の指定管理選定
の中で検討していきます。

一般の方の目に触れるため
には、お店などの張り出しも
効果がある。若い住民の方
に参加してもらうきっかけとし
て楽しいフェスティバルなどを
行い、若者を実行委員にする
のも良いと思う。

宣伝媒体についてはＳＮＳに
も世代間ギャップがあるた
め、スマートフォンのアプリ
ケーションの中でも若者世代
の利用頻度が高いＳＮＳを活
用することで効率よく効果を
得ることができるのではない
か。もちろん多数のＳＮＳを活
用することによって更新の手
間は増えるが、認知度と身近
さは格段に向上する。

現在は、Facebookを利用しています
が、多様なＳＮＳの活用についても検
討していきます。

2

4

3

登録団体やＳＮＳを通じて若
い住民の方にも参加してもら
えるよう平成31年度の指定
管理選定の中で検討してい
きます。

色々な人に来てもらうには
もっとスペースを自由に使え
るよう開放したほうが良い。
例えば、若い人に来てもらい
たいのであれば、自習室とし
て開放するのも一つの手だろ
う。目的は自習でも、施設に
出入りすることで、地域につ
いて、ボランティア活動につ
いて、興味を持つきっかけに
なる。

開催講座のひとつに盲導犬
や介助犬の講座を夏休みに
開催していますが、そのとき
のみ講座に関する夏休みの
自由研究を作成していただく
場として提供しています。
＜平成30年度実績＞
車座Vol3「介助犬がことしも
やってくる！」
平成30年８月11日開催

現在も各種イベントの出展やイベント
等を開催しています。若者に運営の一
端を担ってもらいたく学校等にも情報
発信をしています。

施設のキャパシティの問題もあり、ほ
ぼ毎日利用者の方もいる状態で自習
室として開放することはできません
が、ボランティアや市民活動について
調べる等、ボランティア・市民活動に
関する学習時に利用はしていただけ
ます。

13



No.

個別事業名

1.外部評価委員の意見 2.委員の意見に対する町の方針及びその理由 3.今後の具体的な取組及び実施年度

担当課 基本事業の方針事業番号

総合ボランティアセンター運
営管理事業

住民活動の支援協働推進課6

5

平成31年度の指定管理選定
の中で検討していきます。

周辺市町村の同様施設との
連携状況がわかると良い。

定住自立圏の刈谷市、知立
市、高浜市、東浦町の３市１
町で「つながるねット」として
ホームページを運営していま
す。

子育て世代の方が関心のあ
る講座については、子育て関
連施設等へ周知依頼をして
います。
また、子育て関連施設等のイ
ベントでも総合ボランティアセ
ンター及び登録ボランティア
団体のＰＲをしています。

市民活動に積極的に参加す
るのは子育てが一段落した
女性が多いと聞く。そういう方
に施設を知ってもらうため、
子育て関連の団体に講座を
開いてもらうことで、子育て世
代への周知を心がけ、余裕
ができてきたころに利用して
もらえるように前もって知って
もらうことも有効だと思う。

子育て世代への周知は必要と考えて
いるため、現在も子育て関連施設等
へのＰＲは行っています。

午後９時まで開館できないか
（周辺市町村も夜９時が多い
のではないか）。

定住自立圏の市町の同様施設につい
ては、イベントやボランティア募集、団
体などの状況がホームページでわか
るようにしています。

午後９時までの開館については、利用
者の方からの要望はありますが、利
用内容は打合せであり、時間延長を
要望される方及び利用者数は少数で
あるため、定期的に活動している団体
であればコミュニティセンターの減免
利用ができる措置も周知しています。
予約制による対応という意見もありま
すが、予約制による開館については、
人員のシフトを考慮する必要があるた
め、１ヶ月以上前からの予約が必要と
考えます。また、セキュリティ管理及び
施設管理の問題により、受付にボラン
ティアを募ることもできないため、現段
階においての午後９時までの開館は
難しい状況です。

なないろはボランティアセン
ターでもあり、市民活動支援
センターでもあるので、中間
支援を充実させ、組織として
の強みを自主的に位置づけ
られると良いと思う。

7

6

ボランティア・市民活動者の
ニーズを把握できる体制を整
備し、団体と繋げていくよう改
善していきます。
（平成31年度～）

現在も、町民と団体のコーディネート
は行っていますが、顔見知りになると
ボランティアセンターを経由しないやり
取りとなるために件数は減少傾向に
あります。
しかし、ニーズを把握し、コーディネー
トしていくことはボランティアセンター
の重要な役割であるため、機能を充
実していきたいと考えます。

8
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No.

個別事業名

1.外部評価委員の意見 2.委員の意見に対する町の方針及びその理由 3.今後の具体的な取組及び実施年度

担当課 基本事業の方針事業番号

総合ボランティアセンター運
営管理事業

住民活動の支援協働推進課6

10

9

知多半島は市民活動福祉活
動が盛んである。他市町のボ
ランティア団体・コーディネー
ト団体と連携や交流を深める
中で、ヒントも沢山得られると
思う。実際、子育て支援セン
ター運営事業のように、良い
サービスがある場所には広
範囲から人が集まる。これま
で以上に他市町の良いところ
を吸収して、発信して欲しいと
思う。

町内ボランティア団体の交流
会は年１回開催しています。
また、定住自立圏の周辺市
町とも、年１回交流する機会
を設けています。
＜平成29年度実績＞
ボランティア・市民活動交流
会（平成30年３月14日開催）
定住自立圏交流会（平成30
年３月３日開催）

ボランティアとつながりたい
が、その方法が分からない公
共施設は多い。公共施設とつ
ながることで、ボランティアの
ニーズも発掘できるのではな
いかと思う。

生涯学習課、図書館、福祉セ
ンター、小中学校、高校と
は、既に直接的なつながりが
あります。
また、施設の利用や、施設の
管理課と協力関係にあるボラ
ンティア・市民活動団体を通
して商工振興課、都市整備
課、環境課等と間接的につな
がりがある状態となっていま
す。

既に直接的、間接的につながりを持っ
ている行政組織はありますが、今年度
は職員研修でも行政組織と団体の協
働について話しをしており、今後も機
会あるごとに話しをしていきます。

町内ボランティア団体、市民活動者が
他市町の団体等と交流や連携をして
いくことも必要と考えているため、今後
も他市町の情報を町内各団体に発信
するとともに、交流する機会を設けて
いきます。

15



空き家は行政だけで解決で
きる問題ではないため、住民
の協力が必要になってくる。
行政側は危機感を持ち空き
家対策を進めようとしている
が、住民側の意識が追いつ
いていない現状がある。計画
を順調に進めるためにも、空
き家の現状や今後の見通し
をしっかりと町民に伝え、協
力を仰ぐ必要がある。

セミナーの実施
(平成31年度)

空き家の把握は、地元の協力を得な
がら進めていきます。また、個別情報
については台帳を作成して１件ごと管
理します。

空き家ないし空き家予備軍の
住宅の発見は、役場の担当
職員よりも地域の住民の方
が早いのではないか。もちろ
ん住民の声のみで空き家と
断定するのではなく、あくまで
も声として回収できるようにし
ておけば住民への問題提起
にもつながり、通報によって
迅速な調査に向かうこともで
きる。他の市町村の実践を例
で挙げると、「空き家パトロー
ル」と銘打って、駅や公共施
設に告知ポスターを掲示して
いる。これは、比較的人の目
にも届きやすく、気軽に連絡
してみる気を起こさせる。この
ようなわかりやすい住民への
問題喚起が必要ではない
か。

定期的な情報収集
台帳による管理
(平成31年度～)

議論の中で出た「空き家のセ
ミナー」は、住民にとっても興
味のあるセミナーだと思う。
他の市町の取り組みで優良
なものについては東浦町でも
積極的に取り組んで欲しい。

他市町村事例の情報収集
セミナーの実施
(平成31年度)

空き家セミナーの実施や他市町村の
事例を情報収集し、町の事業に活用
します。

セミナーを開催して周知に努めます。

個別事業名
空き家等対策事業

担当課
都市計画課

基本事業の方針
その他

1.外部評価委員の意見 2.委員の意見に対する町の方針及びその理由 3.今後の具体的な取組及び実施年度

何かが起きてから持ち主間で
考えるのではなく、早めの段
階から空き家予備群に対す
るサポートを展開するべきで
ある。まずは子や孫への相
続を考えている高齢世代に
対して声掛けや相談会を開
き、空き家状態にしてしまう前
に対策を立てられるような環
境を整備するべきと考える。

相談窓口の設置
(平成31年度～)
セミナーの実施
(平成31年度)

空き家セミナーの開催や各種専門家
の無料相談会を設置して相談体制を
整備します。

7

事業番号

4

3

1

No.

2
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個別事業名
空き家等対策事業

担当課
都市計画課

基本事業の方針
その他

1.外部評価委員の意見 2.委員の意見に対する町の方針及びその理由 3.今後の具体的な取組及び実施年度

7

事業番号

No.

8

今後は空き家の除却が大き
な問題になる。特定空き家の
除却とその財政的な裏付け
だけでなく、緊急措置として
空き家の除却に対処しなけ
ればならないこともあるため、
その対処策を検討して欲し
い。

台帳による管理
(平成31年度～)

空き家については、活用できるものと
除却するものに整理し適切な対応を
進めます。

空き家予備群への対応を急
ぐべき。空き家の処遇は現在
の所有者の問題以上に、相
続人の問題である。しかし、
所有者は相続人任せで、相
続予定者の子や孫はその認
識は薄いのが現状。

啓発活動の実施
(平成31年度～)

地域特性に合わせて周知し
ていく必要性も高い。市街化
区域と調整区域では考え方
が異なるし、旧集落と新興住
宅地でも異なる。

台帳による管理
(平成31年度～)

啓発パンフレットなどを作成し、空き家
になった時のリスクなどの周知を図り
ます。

東浦町は、概ね市街化区域に空き家
が集中しています。旧市街地や住宅
団地など地域特性を踏まえた空家対
策を進めます。

空き家対策について住民課
や福祉課など異なる部局との
連携の可能性について、庁
内で話し合いを行う体制がと
れているのか。空き家を資源
としてうまく活用するには、課
を超えた工夫が必要である。

内部組織による連携
(平成30年度～)

内部の連携組織を平成30年8月16日
に設置し、関係部局と連携を図り空き
家対策に取り組んでいます。

7

6

5
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学校の体育施設開放の目的
の一つとして、町民の体力増
進や健康促進があるならば、
課として主体的にスポーツプ
ログラムを展開するのも一つ
の策である。

31年度より必要に応じて学校
体育施設で実施

同上

住民誰もが身体を動かす機
会に出会いやすいよう、いつ
でも気軽に参加できるような
体制を整備しなければならな
い。そのために、地域の学校
施設を開放することは非常に
重要だが、全ての人が気軽
に参加できる場となっている
かは疑問。現状の制度につ
いて、個別事業の目的以前
に施策の方針に沿っている
かという点から見直す必要が
あると思う。

―参考意見とします。

スポーツ教室を町体育館で
のみ行うのではなく、各地域
の体育館でも行うことで、高
校生以下の子どもや、夜は
自動車での外出を控えてい
る高齢の方なども参加しやす
くなるのではないか。こうした
学校開放を行うことで、地域
の人が学校を身近に感じるこ
とができ、地域全体で子ども
を見守るきっかけになると思
う。

31年度より必要に応じて学校
体育施設で実施

利用申請のハードルが高い
と思う。学校という施設の安
全性を保つことや、行政側の
手間を考えると現在の１年を
通した申請システムは効率的
かもしれないが、結果的に利
用者が一部の人に限られて
しまう。

―

地域での開催対象となる教室があれ
ば開催を検討します。

参考意見とします。

1.外部評価委員の意見 2.委員の意見に対する町の方針及びその理由 3.今後の具体的な取組及び実施年度

小中学校の体育施設につい
ては学校の設備や備品であ
ることから責任ある利用を確
約しなければならないのは理
解できる。一方で、空き枠を
新規の団体で埋めることがで
きないことの理由の一つとし
てこれらの要件がハードルと
なっているのではないかと思
う。利用団体を新規に増やし
たいのであれば、現行の条
件の見直し等を含め、各団体
の長と話し合ってみても良い
のではないか。

31年度より実施町内10小中学校では、施設の大きさ
規模が異なることから、施設により利
用が出来ない競技があります。利用
募集時には、競技可能な種目を案内
することにより施設利用率の向上を図
ります。

5

4

3

2

1

No.

事業番号

学校体育施設スポーツ開放
事業

スポーツ活動の推進スポーツ課8

個別事業名担当課 基本事業の方針
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1.外部評価委員の意見 2.委員の意見に対する町の方針及びその理由 3.今後の具体的な取組及び実施年度No.

事業番号

学校体育施設スポーツ開放
事業

スポーツ活動の推進スポーツ課8

個別事業名担当課 基本事業の方針

申請から許可までの流れを
紙媒体で行っているとのこと
だが、オンラインではできな
いか。

対象や条件について再検討
します。
（平成31年～）

現状町内で利用している予約システ
ムでは予約することはできません。近
隣市町でオンライン化している自治体
があるか調査し、導入の可能性につ
いて検討します。

利用を団体に限定しているた
め、規定上の団体が作れな
い場合はスポーツをしたくて
もできないということがあり得
る。団体を作れなければ町の
運動施設で対応するという考
えも一理あるが、最も地域に
近い学校の運動施設が特定
の町民（団体）しか使えない、
もしくは使いづらいという現状
は、改善の余地がある。

対象や条件について再検討
します。
（平成31年～）

年間で定期的な活動団体に対して利
用いただいています。利用率の向上
のため年度途中での団体加入につい
て検討します。

年間の利用状況が決まって
いる団体は少ないので、利用
団体が固定化していないか。
単発利用や個人利用は難し
いとのことだが、もう少し柔軟
に対応できないか。

対象や条件について再検討
します。
（平成31年～）

高齢者の介護予防の運動教
室など、地域包括ケアなどに
もうまく使うことができると良
いのではないか。

対象や条件について再検討
します。
（平成31年～）

年間で定期的な活動団体に対して利
用いただいています。対象期間につい
ては、再検討して施設利用率の向上
を図ります。

介護予防や地域包括ケアの活用がで
きるか可能性について検討します。

9

8

7

6
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